
投資家・アナリストの皆さま、おはようございます。 
本日は、当社の投資家説明会にお越しいただきまして、誠に有難うございます。 
また、常日頃より当社をご支援いただき、御礼申し上げます。 

当社グループでは、昨年４月、2020年３月期までの３ヵ年を 
計画期間とする中期経営計画をスタートさせました。 
この１年間、「質の高い金融グループ」の実現に向け、様々な取組を実行し、 
一定の成果を上げることができ、手応えを感じております。 

 さて、先程ご覧いただいたコマーシャルやお手許の資料において、 
私どものロゴマークが変わっていることにお気付きかと思います。 
新たな経営体制が順調に機能しはじめ、グループ横断的な取組が 
定着してきておりますが、それを一層推し進めるため、この4月より、 
グループのマスターブランドを「SMBC」に統一いたしました。 
新たなブランド戦略のもと、SMBCグループとして、 
グループ一体となった取組を加速してまいりたいと思っております。 

本日は、私から40分程度プレゼンテーションをさせて頂いた後、 
皆さまからご質問をお受けしたいと思っております。 

 3ページにお進みください。 
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本日のアジェンダです。 

 まずは、2017年度決算と2018年度業績目標を総括し、 
その後、中期経営計画の進捗と今後の戦略、 
資本政策をご説明いたします。 

 5ページにお進みください。 
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 2017年度決算です。 

親会社株主純利益は7,344億円と、前年対比では+278億円の増益、 
年度目標対比では+1,044億円の上振れとなりました。 

右側に、前年と比べた増減要因をお示ししております。 
リテール事業部門、国際事業部門がトップラインを牽引したほか、 
持分法投資損益の増加もあり、業務純益は増益となりました。 
加えて、クレジットコストの減少、株式等損益の増加により、 
前年の連結納税導入影響の反動等を打ち返し、 
当期純利益は増益となりました。 

左の表に戻りまして、2018年度の目標は、連結業務純益は1兆1,550億円、 
親会社株主純利益は7,000億円としております。 

親会社株主純利益は、2017年度対比では、▲344億円の減益となりますが、 
これは、与信関係費用の増加や株式等損益の減少を見込んでいるためです。 
また、関西地銀・リース共同事業の再編に伴う一時的なプラス影響500億円が 
含まれており、これを除く実質ベースの水準は6,000億円台半ばとなり、 
中期経営計画策定時の想定に対しては、これを上回る水準を目指します。 
ちょうど１年前、ベースとなるボトムライン収益は6,000億円程度と 
申し上げましたが、着実な増加をお示ししたいと考えております。 

６ページから14ページまでは決算関連の数字をお示ししておりますので、 
後程、ご覧ください。それでは、次に、中期経営計画の進捗と今後の戦略を 
ご説明いたします。16ページにお進みください。 
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昨年４月から開始した中期経営計画では、 
「ディシプリン」、「フォーカス」、「インテグレーション」と 
３つの基本方針を掲げております。 

 この１年間、この３つの基本方針に基づき、様々な取組を進め、 
施策面は総じて順調な進捗となっております。 

 また、右上ですが、堅調なマクロ経済環境も追い風に、 
財務目標につきましても、計画を上回る実績となりました。 

 17ページにお進みください。 
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環境認識です。 

 まず、マクロ経済環境ですが、 
当面は、グローバルに見て、総じて堅調な環境が続くと見ております。 

規制環境につきましては、昨年12月、バーゼルⅢが最終化され、 
私どものリスクアセットは、現行の完全実施基準と比べて、 
25％程度増加しますが、影響は、当初想定通りの着地となりました。 

 これまでは、規制強化を想定して、資本基盤の強化を優先してきたわけですが、 
いわば規制の霧が晴れ、CET1比率目標の達成に目処がついたことを受けて、 
株主還元強化、成長投資に力点を置ける状況になってきたと考えております。 

一方、右側にお示しの通り、業務環境の構造的な変化による 
中期的な収益下押し圧力が増大する見通しです。 

わが国のマイナス金利政策やデジタルイノベーションの大きな潮流など、 
金融機関は大きな構造変化、パラダイムシフトに直面しておりますが、 
私としては、その一歩先を捉えて、 
ビジネスモデルを進化させていくことができるか、 
変化をビジネスチャンスに変えていくことができるか、 
こうしたことが問われる時代と考えております。 

 18ページにお進みください。 
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 こうした環境認識に立ち、 
効率性を重視し、質の高い金融グループを目指す中期経営計画の加速を、 
2018年度の基本方針といたしました。 

 それでは、次のページから、具体的な取組について、ご説明いたします。 
19ページにお進みください。 
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 まず、事業・アセットポートフォリオの転換です。 

右側には、これまでに発表したグループ再編をお示ししております。 

昨年度は、関西地銀の持分法適用関連会社化や、 
リース共同事業の再編を決定・実行しました。 

更に、左の図、右下の「Build」の象限に位置するアセットマネジメント事業は、 
今後の成長に向けて資源投入し、作り上げていくビジネスですが、 
先週、新たに、三井住友アセットマネジメントと大和住銀投信投資顧問の 
合併に関し、基本合意いたしました。 

本件の意義及び戦略について、次のページでご説明いたします。 
20ページにお進みください。 
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本件は、内外で合従連衡が進むアセットマネジメント業界において、 
競争力向上には、規模の拡大が不可欠と判断し、基本合意に至りました。 

新会社は、運用資産残高では約20兆円と、国内第8位の規模となり、 
営業利益ベースでは、国内第4位となります。 
今後の厳しい競争に勝ち残るために、最低限必要な規模を確保できた 
と考えております。 

 また、三井住友アセットマネジメントは、国内を中心とする生損保や、 
個人向けの投資信託などに強みを有する一方、 
大和住銀投信投資顧問は、国内外の年金基金や、法人のお客さまに 
強みを有しております。 
このように、両社は顧客基盤や得意とする商品が、大きく重ならないことから、 
本件は、業務基盤、そして運用力の強化にもつながるものと考えております。 

本件は、2016年度の三井住友アセットマネジメントの連結子会社化に続く、 
セカンドステップと考えており、新会社を、SMBCグループの 
アセットマネジメント事業のプラットフォームとして強化し、 
グローバルにアセットマネジメント事業を展開してまいりたいと思います。 

 21ページにお進みください。 
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経費コントロールです。 

右下にお示ししておりますが、2017年度の経費率は60.9％と、 
前年比△1.2％改善しており、中期経営計画で掲げた、 
2016年度比△１％改善という目標を、下回る水準となりました。 

左側に戻りまして、中期経営計画では、主要施策を通じて、 
３年間で500億円のコスト削減を掲げておりますが、 
初年度に、そのうち260億円の削減に目処を付けることができました。 

人員面では、初年度に、1,000人分の業務量削減を実現いたしました。 
３月には、事務系子会社の統合を発表いたしましたが、これも含め、 
中計最終年度までに4,000人分の削減目標を達成するための施策を 
既に具体化することができましたので、残り２年間で、確実に実行してまいります。 

 こうして捻出した余力により、戦略事業領域への人員再配置や 
人件費の削減を進めてまいります。さらに、時間外労働の削減により、 
働き方改革にも繋がるものと考えております。 

今年度も、しっかりと経費コントロールに努め、SMBCグループの強みである 
「経費効率の高さ」を、より一層、強固なものにしてまいります。 

 22ページにお進みください。 
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続きまして、各事業部門についてご説明いたします。 

右上は連結業務純益の年間の増加実績をお示ししておりますが、 
2017年度は、４つ全ての事業部門において、増益を実現することができました。 

中でも、リテール事業部門と国際事業部門が、 
グループの増益を牽引しております。 

 それでは次のページから、事業部門別に取組をご説明いたします。 
23ページをご覧ください。 
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 まずはリテール事業です。 

左側は、2017年度に部門の増益を牽引した資産運用ビジネスです。 

私どもは、いち早く資産管理型ビジネスへの転換を図ってきたわけですが、 
その成果が確実に現れてきていると感じております。 
具体的には、ストック収益資産残高が順調に増加し、相場環境に左右されない、 
ベースの収益力が付いてきたと、手応えを感じております。 
中でも、分散投資に資する商品の販売が好調で、 
例えば、ファンドラップの残高は、他のメガバンクはもちろん、 
大手の証券会社も上回るペースで、増加しています。 

 また、右側にお示しの通り、富裕層のお客さまへの取組を強化してまいります。 
例えば、法人オーナーの資産承継ニーズに対しましては、 
SMBC日興証券においてソリューション提案力を強化するとともに、 
SMBCの法人営業部やエリアとの連携を一層推進してまいります。 

 24ページにお進みください。 
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店舗改革も順調な進捗です。 
2017年度は、103ヶ店の次世代店舗化を完了しました。 

店舗改革においては、店舗の小型化・軽量化や、 
グループ各社の支店を集約することで、 
３年間で200億円のコスト削減を進めてまいりますが、当社の戦略の特徴は、 
コスト削減と同時に、手続きのデジタル化や相談スペースの拡充により、 
お客さまの利便性向上も同時に実現していくという点です。 

今の店舗は、待ち時間が長いから行きたくない、あるいは、 
面白みがないと感じるお客さまが多いのではないでしょうか。 

私として目指したいのは、個人のお客さまが、ストレスなく、 
気軽にお金のご相談に立ち寄れる店舗づくりです。 
私どもが注力する資産管理型ビジネスにおいては、 
強みとするコンサルティング力を活かすためにも、 
お客さまとのリアルなコンタクトは不可欠と考えておりますので、 
店舗網は効率化は進めながら、維持していく方針です。 

 25ページにお進みください。 
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次に、ホールセール事業です。 

ホールセール事業では、競争の激化により、貸出スプレッドの低下が続く中、 
資産効率の向上を重要課題として取り組んでおります。 

 まず、左上ですが、グループ会社間の連携が、着実に進展しております。 
グループ会社でお客さまのニーズをトスアップする件数は、 
事業部門運営の浸透により、大きく増加しております。 

 また、左下ですが、非金利収益の増強に努めております。 
特に、お客さまの日常のビジネスに基づく取引で、 
安定的な収益を期待できるベース非金利収益が着実に増加しております。 
例えば外為収益は、お客さまの取引や資金の流れの分析を進めていることや、 
キャッシュマネジメントサービスのレベルアップを図ってきたことにより増加しております。 

更に、右側ですが、採算改善の取組を一段と強化しております。 
今年度から、大企業のお客さまについて、リスクアセット、資産効率に基づく 
顧客セグメントに応じた個社別採算管理を導入したほか、 
営業店の業績評価に採算改善を反映させる仕組みを本格的に導入しました。 
これは、私が昨年の投資家説明会において、導入すると申し上げた施策です。 
このように、色々な施策により、採算に拘った運営を徹底してまいります。 

 26ページにお進みください。 
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国内法人のお客さまとの取引は、我々が強みを有する分野ですが、 
顧客基盤、サービス提供力の拡充に取り組んでおります。 

 まず、左側ですが、中堅企業ビジネスでは、 
グループベースでの多面的なソリューション提供により、 
優位性拡大に努めております。 

事業承継や証券業務を切り口とした顧客基盤の拡大により、 
5百万円以上の収益を計上するお客さまが 
2017年度は前年比+300社以上増加しました。 
また、銀証・内外の連携強化により、M&Aアドバイザリー件数でトップとなりました。 

 また、右側ですが、大企業ビジネスでは、 
グループ共通で策定するアカウントプランの高度化や、 
経営資源の戦略的な配分に加え、 
グローバルベースでのソリューション提供等を通じ、お取引の拡大を進めております。 

 27ページにお進みください。 
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国際事業です。 

海外ビジネスでは、ディシプリンを利かせた運営のもと、 
高採算で強みのあるプロダクトへのポートフォリオの入れ替えと、 
取引複合化の推進による資産効率の向上を図っており、 
今後もこの動きを加速させてまいります。 

例えば、航空機リースや貨車リース等のトランスポーテーション関連アセットは、 
ポートフォリオの一元的運営を通じて、 
グループ一体で業務シナジーの更なる追求を目指します。 

 また、中期経営計画では、成長ドライバーである海外において、 
アセットを段階的に拡大する計画でしたが、 
今年度は、足許の安定した経済と外貨調達環境を踏まえ、 
アセットを前倒しで増やし、アップサイドを追求いたします。 

次に、右上ですが、銀証一体運営は、大企業取引を中心に取引複合化が 
着実に進展し、債券引受のアクティブブックランナー件数は、 
中期経営計画の目標を前倒しで達成しました。 

 また、右下のＯ＆Ｄ（オリジネーション＆ディストリビューション）ビジネスですが、 
2017年度は、グループ一体となった投資家ネットワークの拡充により、 
ディストリビューション取組額が大きく増えました。 
引き続き、オリジネーション力・ディストリビューション力の両輪を強化し、 
機動的なアセットコントロールに注力してまいります。 

 28ページにお進みください。 
27 



左側は、我々が戦略分野と位置付けているアジアの取組です。 
アジアでは、地場の優良企業や、アジアへ進出している欧米グローバル企業 
等、当社が関係を深めているコアクライアントのお客さまの数が増えた他、 
預金や為替取引を中心に、非アセット収益が大きく伸び、 
こちらも、中期経営計画の目標を前倒しで達成することができました。 

 マルチフランチャイズ戦略を掲げるインドネシアでは、 
BTPNとインドネシア三井住友銀行の合併に向けた協議を開始いたしました。 
合併により、ホールセール業務とリテール業務を手掛ける 
フルラインの商業銀行へ転換し、 
現地でトップティアの金融機関の構築を目指します。 

右側は、外貨ファンディングです。 

安定的なファンディングソースとして、「量」の追求はもちろん、 
粘着性の高い「質」を重視した預金の獲得に注力しております。 
一例として、EB（エレクトロニック・バンキング）導入先流動性預金の推移を 
お示ししておりますが、こうしたことを続けながら、 
「質」の向上に継続して取り組んでまいります。 

 29ページにお進みください。 
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市場事業部門です。 

 まずは、機動的なポートフォリオ運営です。 

昨年度は、株価上昇局面をうまく捉え、収益化することができました。 
年明け以降の市場見通しは大変難しくなっておりますが、引き続き、 
当社の強みである「トレーディング力」を発揮し、環境変化に応じて、 
ダイナミックにポートフォリオをリバランスすることで、 
収益機会を捉えてまいります。 

次に、右側、セールス&トレーディングの強化です。 

昨年度は、SMBC日興証券におけるプロダクトやセールス部隊の強化、 
更には、お客さまの抱えるマーケットリスクの可視化等を通じた、 
ソリューション提案により、セールス&トレーディング収益を伸ばしております。 

今後も、取引ボリュームの拡大に加え、トレーディング力を強化し、 
取引毎の収益性向上にも注力してまいります。 

 30ページにお進みください。 
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デジタライゼーションの推進です。 

技術革新の進展によって金融ビジネスが大きく変化する中、 
その流れを他社よりも俊敏に、賢く取り組んでいけるかが、 
これからの勝負を決めると私は考えております。 

 そうした考えの下、当社は、スライドにお示しした４つの側面で、 
デジタライゼーションを推進しております。 

 31ページにお進みください。 
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最近の取組をいくつかご紹介いたします。 
まず左上、昨年事業を開始した、生体認証プラットフォーム「Polarify」ですが、 
SMBCグループ以外の事業者さまとのサービス連携も始まり、 
順調に事業を拡大しております。 

次に、オープンイノベーション体制の構築です。 

昨年9月に、渋谷にオープンイノベーションハブ、 
「hoops link tokyo」を開設しましたが、 
今年4月には、その中で、外部企業とSMBCグループで行う、 
ワークショッププログラム「SMBC Brewery」を開始しました。 
これは、多様な企業が、それぞれの知見を持ち寄ることで、 
新たなアイデア創出につなげようとする試みです。  

右上は、生産性や効率性の向上への取組です。 
当社は、RPAを用いた生産性の向上で、成果を上げておりますが、 
RPAの次の段階ともいえる、AIを活用した生産性向上にも取り組んでおります。 

 32ページにお進みください。 
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 次に、先週、５月８日にプレスリリースを行いました、 
キャッシュレス決済戦略についてご説明いたします。 

 日本には既に多様な支払手段が存在しますが、海外と比べ、キャッシュレス化が進んでおりません。 
その背景には、決済インフラが複雑、かつ高コストな構造となっており、事業者が、 
利用者の求める様々な支払手段を、容易に提供できていない等の事情があると思います。 

 SMBCグループは、三井住友カード・セディナと、キャッシュレス決済における 
有力プレーヤーを擁することが強みですが、この強みを活かし、こうした課題にしっかりと対応し、 
日本のキャッシュレス化推進に、イニシアチブを発揮してまいります。 

 具体的には、新たに支払手段や決済インターフェースを作り出すだけにとどまらず、 
利用者が様々な支払手段を自由に利用できる環境となるよう、 
利用者・事業者の双方に対して、包括的な取組を行ってまいります。 

 まず、事業者側につきましては、事業者の課題やニーズにお応えする新たなサービスを、 
スピーディーかつ柔軟に提供していくために、私ども自身で、決済プラットフォームを 
構築すべきと判断いたしました。これは、従来外部サービスを利用してきた私どもにとって、 
新たなチャレンジとなりますが、スピード感を持って取り組むため、ネット決済の分野で 
大きな実績を有するGMOペイメントゲートウェイとの間で、新たな決済プラットフォームの 
構築に向けた協議を開始いたしました。これにより、事業者が、多様な支払手段を 
低コストで利用者に提供できる環境の実現を目指します。 

 また、利用者に対しましても、サービスの強化によって、 
第一に、いつでも・どこでも・好きな方法で支払える「便利」、 
第二に、柔軟な利用限度額設定等で支払をセルフ・コントロールできる「安心・安全」、 
そして第三に、グループ共通ポイント等による「お得」 
を提供し、キャッシュレス決済を利用しやすくしてまいります。 

 35ページにお進みください。 
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 ここでは、キャッシュレス決済戦略を通じて、中長期的に目指す姿について 
ご説明いたします。 

今後、利用者・事業者双方に対するサービス強化によって、 
キャッシュレス決済は、取引量の増加、利用シーンの拡大が 
進んでいくと見ております。 

 これは、決済データが増大していくことを意味します。 
決済データと、外部パートナー企業やグループ各社が保有するデータとの 
連携を進めることで、将来的に金融データは質・量ともに充実していくことになると 
見ております。 

 こうしたデータを活かすことにより、SMBCグループが提供する金融サービスは 
一層レベルアップできると考えております。 

 36ページにお進みください。 
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 ESGへの取組です。 

左側の環境では、環境リスクへの対応、および、 
その取組の開示を推進しております。 
例えば、気候変動については、TCFDの提唱に沿って、 
気候関連影響の分析、データの定量化に着手いたしました。 
今後は、その経過について、随時開示していく方針です。 

 また、右側の社会ですが、SMBCにおける女性管理職比率は、 
2021年3月末までに20％という目標を掲げておりましたが、 
これを前倒しで達成し、2018年３月末では、21％となりました。 
これを受けて、2020年3月末までに25％という新たな目標を設けました。 

 37ページへお進みください。 
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ガバナンスです。 

昨年6月に指名委員会等設置会社へ移行するとともに、 
多様な知見や経験を持つ7名の方々に社外取締役に就任いただいております。 
これにより、取締役会における社外取締役の比率は40％を超えております。 

新たなガバナンス態勢では、業務執行権限の大部分を 
取締役会から執行役に委譲し、その結果、取締役会の運営が大きく変わりました。 
特に、大局的なテーマの議案を増やすことが可能となり、 
議論が大変充実してきていると、私自身も実感しております。 

 38ページへお進みください。 
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国連で採択された、SDGs、持続可能な開発目標に対する取組を 
お示ししております。 

 SMBCグループでは、SDGsの実現に向け、 
環境・社会の分野で、本業を通じた注力項目として、７項目を選定しました。 
今年度は、各事業部門の業務計画においてもこの取組を落とし込み、 
推進してまいります。 

 それでは、次に、資本政策についてご説明いたします。 
40ページへお進みください。 
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 まず、資本の状況です。 

昨年12月に、バーゼルⅢが最終化しました。 
資本フロアは、当初想定していた70％よりも厳しい72.5％となりましたが、 
CVAリスクやオペレーショナルリスクが緩和されたため、 
最終的なリスクアセット増加影響は、私どもがこれまでご説明していた、 
想定通りの水準となりました。 

一方、バーゼルⅢ最終化時ベースでのCET1比率は、 
2019年3月末には10％程度に到達し、 
中期経営計画における目標を1年前倒しで達成する見込みです。 

 これは、連結当期純利益について、昨年度の実績及び今年度の目標とも、 
中期経営計画と比べて上振れペースであることや、 
地銀及びリースの持分法適用関連会社化等のインオーガニック施策を含む 
リスクアセットコントロールを行ったことによるものです。 

 41ページへお進みください。 
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資本政策の基本方針についてご説明いたします。 

当社の資本政策の基本方針は、これまでと同じく、 
健全性確保、株主還元強化、成長投資をバランスよく実現することといたします。 

一方、自己株取得につきましては、バーゼルⅢが最終化された後に、 
影響を精査・議論のうえで方針を決定すると皆さまに申し上げてまいりましたが、 
昨年12月にバーゼルⅢが最終化し、規制の霧が晴れたことから、 
株主還元方針を更新いたしました。 

具体的には、株主還元は、配当を基本といたしますが、 
健全性確保を前提に、自己株取得も機動的に実施してまいります。 

配当につきましては、これまで、 
「累進的、すなわち減配せず、配当維持もしくは増配を実施し、 
配当性向は40％を目指す」と申し上げてまいりましたが、 
今後は、持続的な利益成長を勘案し、累進的に行うものとし、 
配当性向は、2020年4月に始まる、次期中期経営計画期間中を目処に、 
40％を目指します。 

 また、自己株取得につきましては、健全性の確保を前提に、 
資本の状況、業績動向、当社株価の水準、成長投資機会、資本効率向上等 
を考慮し、機動的に実施してまいります。 

 42ページへお進みください。 
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次に、先日公表した2017年度及び2018年度の株主還元策について 
ご説明いたします。 

 まず、配当につきましては、2017年度は、 
連結当期純利益が期初予想を大きく上回ったことから 
前年対比では20円、業績予想対比では10円の増配となる、 
1株当たり170円といたします。 
また、今年度の連結当期純利益は、減益を予想しておりますが、 
1株当たり配当予想は、前期の水準を維持し、170円とさせて頂きます。 

更に、今回、700億円を上限とする自己株取得枠を設定いたしました。 
これは、CET1比率が、2019年3月末に目標とする10％程度に到達する 
見込みであること、 
2017年度の連結当期純利益が期初予想を1,000億円強超過し、 
また、2018年度も堅調な業績が続く見通しであることを踏まえたものです。 
なお、今回取得する自己株式は、全て消却いたします。 

 44ページへお進みください。 
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政策保有株式です。 

上場株式簿価残高の、CET1に対する比率は、 
2020年を目処に、2015年9月末と比べて半減の、14％を目指しております。 
金額ベースでは、5年間で5,000億円削減する計画です。 

削減は計画通り順調に進んでおり、 
昨年度は、年間計画オンラインの1,150億円を削減し、 
2015年9月末からの累計で2,300億円に達しております。 

 また、売却応諾を取得し、まだ売却を行っていない残高は、 
1,150億円ありますので、こちらを加えると、現在までに、 
3,450億円の削減に目処がたっております。 

株価変動リスクの資本への影響を低減するため、 
引続き、計画に沿って、削減に取り組んでまいります。 

 45ページにお進みください。 
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最後に、本日お伝えしたいメッセージをお示ししております。 

 ご説明してまいりましたように、 
質の高い金融グループを目指し、中期経営計画を加速してまいります。 

 ご覧の取組を通じて持続的な利益成長を実現することに加え、 
株主還元の強化を含む資本マネジメントにより、 
ROEの向上を目指してまいります。 

投資家、アナリストの皆さまには、 
引続きのご支援を、どうぞよろしくお願いいたします。 
ご清聴有難うございました。 
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